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社会福祉法人 無量壽会 

“日だまりの家”いずみ居宅介護支援センター 運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人無量壽会が開設する“日だまりの家”居宅介護支援センター（以下

「事業」という。）が行う指定居宅介護支援事業（以下「事業所」という。）の適正

な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の職員が、

要介護状態等にある高齢者（以下「利用者」という。）に対し、適正な指定居宅介護

支援のサービスを提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所の職員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境に応じて、利用者

の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、総合的かつ効率的

に提供されるよう配慮して事業を行うものとする。 

  ２ 事業所の職員は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、

利用者に提供されるサービスが特定の種類、特定の事業者に不当に偏ることのない

よう、公正中立に事業を行うものとする。 

  ３ 事業を運営するに当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、他の指定居

宅介護支援事業者、指定居宅サービス事業者、介護保険施設等との密接な連携を図

り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

（事業所の名称） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  １ 名 称 “日だまりの家”いずみ居宅介護支援センター 

２ 所在地 仙台市泉区上谷刈三丁目１６－２１ 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する職員の職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

  １ 管理者  １名（常勤兼務） 

    （兼務先）“日だまりの家”いずみ居宅介護支援センター 主任介護支援専門員  

    管理者は、事業所の職員の管理及び事業に係る業務の管理を一元的に行う。 

２ 主任介護支援専門員 １名（常勤兼務） 

  （兼務先）“日だまりの家”いずみ居宅介護支援センター 管理者  

    主任介護支援専門員は、職員の育成、指導及び助言を行い、居宅介護支援業務の 
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管理を行う。 

  ３ 介護支援専門員  ２名（常勤） 

介護支援専門員は、利用者に適切な居宅サービス計画を作成する。 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

  １ 営業日  月曜日から金曜日までとする。 

         ただし、１２月２９日から１月３日まで、及び祝日は除く。 

  ２ 営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 

   

（指定居宅介護支援の提供方法） 

第６条 指定居宅介護支援の提供方法は、次のとおりとする。 

  １ 利用者の相談を受ける場所 

    相談場所は、ご希望に応じる。 

  ２ 介護支援専門員の居宅訪問、居宅への連絡 

    月に一度の定期訪問を行う。その他、必要に応じて随時、相談に応じる。 

 

（指定居宅介護支援の内容） 

第７条 指定居宅介護支援の内容は、次のとおりとする。 

  １ 事業所の職員は、被保険者の要介護認定等に係る申請に対して、利用者の意思を

踏まえ、必要な協力を行う。（申請事務の代行） 

  ２ 介護支援専門員は、利用者及びその家族からの相談に応じ、利用者の心身の状況

等に応じた適切な居宅サービスを利用できるよう具体的な居宅サービス計画を作成

するとともに、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行う。 

  ３ 当該居宅サービス計画に基づく指定居宅サービス等の提供が確保されるよう関係

市町村、指定居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整を行うとともに、

その他の便宜の提供を行う。 

  ４ 利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、利用者はケアプランに 

位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を介護支援専門員に 

求めること、また、当該事業所をケアプランに位置付けた理由を介護支援専門員に 

求めることができる。 

５ 入院された場合、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援するため、利用者は担

当介護支援専門員の氏名・連絡先を入院先医療機関にお伝えいただく。また、担当

介護支援専門員の連絡先について、医療保険被保険者証やお薬手帳と合わせて保管

してもらう。 

６ ケアマネジメントの中正公立性の確保を図る観点から、利用者に、前 6ヶ月間に
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作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用

具貸与（以下、訪問介護等という。）の各サービスの利用割合及び前 6か月間に作成

したケアプランにおける、訪問介護等の各サービスごとの、同一事業者によって提

供されたものの割合の説明を行い、文書での交付に加えて口頭での説明を行うとと

もに、それを理解したことについて署名をいただく。 

 

（指定居宅介護支援の利用料、その他の費用） 

第８条 指定居宅介護支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準に

よるものとする。 

     

（通常の事業の実施地域） 

第９条 通常の事業の実施地域は、仙台市の区域とする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１０条  事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置 

を講じるものとする。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（２）虐待の防止のための指針を整備する。 

（３）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

（４）前 3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

        担当者  管理者  小坂 馨 

２  事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢

者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、

速やかに、これを仙台市に通報するものとする。 

 

（感染症及び食中毒の発生・まん延防止のための対策） 

第１１条 事業所は、感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう、次の各号に掲

げる措置を講じるものとする。 

（１）事業所において、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する

委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者へ周知徹底を図る。 

（２） 事業所において、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

（３）従業者に対し、感染症及び食中毒の予防およびまん延防止のための研修並びに訓練

を定期的に実施する。 
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(業務継続計画の策定等) 

第１２条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、サービスの提供を継続的に

実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

 

（就業環境の確保）  

第１３条 事業所は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業環境を害されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第１４条 事業所は、職員の資質向上を図るための研修の機会を設けるものとし、また業

務体制を整備するものとする。 

   ２ 職員は、業務上知り得た利用者及び家族等に関する情報を第三者に洩しません。 

   ３ 職員であったものに、業務上知り得た利用者及び家族等の秘密を保持させるた

めに、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、職員と

の雇用契約の内容とする。 

   ４ この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は社会福祉法人無量壽会と

事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

(苦情の受付) 

第１５条 苦情の受付について 

１ 当事業所における苦情の受け付け 

     当センターにおける苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付ける｡ 

  ○苦情受付窓口  ： 小坂 馨（管理者） 

             TEL ０２２－２０８－８４４５ 

             FAX ０２２－３７５－７０６０ 

  ○受付時間    ： 毎週月曜日から金曜日の９：００から１７：００ 

            （ただし､１２月２９日から１月３日と､祝日は除く｡） 

  ○苦情解決責任者 ： 法人本部長  中川 俊彦 

   寄せられたご意見や、苦情に対しては法人本部長が責任者となって、関係機関と相

談しながら、申し出人と誠意を持って話し合い、合意が得られるよう努める。 

   なお、法人として､第三者苦情解決委員会を設置している｡隔月第１金曜日委員会を

開催して、委員の皆さんのご意見を伺っている。 

   ・３名の方を委嘱しています。 
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上谷刈狼河原町内会会長   萱場 宏明 

地区民生委員児童委員    萱場 久悦 

社会福祉法人無量壽会評議員 萱場 久美 

 

いただいた苦情については、問題点を把握し、対応策を検討して必要な改善を行う。 

   また、苦情ボックス（ご意見箱）を１階ロビーに設置している。 

   なお、当施設における苦情は、別紙「利用者からの苦情を処理するために講ずる措

置の概要」のとおり。 

 

２ 行政機関その他苦情受付機関 

泉区介護保険課 

 

所在地 仙台市泉区泉中央２丁目１－１ 

電話番号 ０２２－３７２－３１１１ 

青葉区介護保険課 

 

所在地 仙台市青葉区上杉１丁目５－１ 

電話番号 ０２２－２２５－７２１１ 

宮城野区介護保険課 

 

所在地 仙台市宮城野区五輪２丁目１２－３５ 

電話番号 ０２２－２９１－２１１１ 

若林区介護保険課 

 

所在地 仙台市若林区保春院前丁３−１ 

電話番号 ０２２－２８２－１１１１ 

太白区介護保険課 

 

所在地 仙台市太白区長町南３丁目１−１５ 

電話番号 ０２２－２４７－１１１１ 

宮城県国民健康保険 

団体連合会 

所在地 仙台市青葉区上杉１丁目２－３ 

電話番号 ０２２－２２２－７７００ 

宮城県社会福祉協議会 

運営適正化委員会 

所在地 仙台市青葉区本町３丁目７－４ 

電話番号 ０２２－７１６－９６７４ 

仙台市介護事業支援課 

ケアマネジメント指導係 

所在地 仙台市青葉区国分町３－７－１ 

電話番号 ０２２－２１４－８６２６ 

 

※１２月２９日から１月３日と、土・日、祝日は除く｡ 

 

 

 

附 則 

 

この規程は、平成１７年 ５月 １日から施行する。 

この規程は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 
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この規程は、平成１９年 ８月２７日から施行する。 

この規程は、平成２０年 ５月 １日から施行する。 

この規程は、平成２０年 ７月 １日から施行する。 

この規程は、平成２２年 ９月２０日から施行する。 

この規程は、平成２３年１０月 １日から施行する。 

この規程は、平成２４年 ８月 １日から施行する。 

この規程は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２６年 ９月 １日から施行する。 

この規程は、平成２６年１２月 １日から施行する。 

この規程は、平成２７年 ８月 １日から施行する。 

この規程は、平成２７年 ９月 １日から施行する。 

この規程は、平成２９年１０月 １日から施行する。 

この規程は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成３１年 ３月 １日から施行する。 

この規程は、令和 元年 ６月 １日から施行する。 

この規程は、令和 元年 ７月 １日から施行する。 

この規程は、令和 元年 ９月 １日から施行する。 

この規程は、令和 元年１２月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ２年１０月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ３年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ６年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ６年 ４月１５日から施行する。 

この規程は、令和 ６年１２月 １日から施行する。 

この規程は、令和  ７年 １月  １日から施行する。 

この規程は、令和  ７年 ４月  １日から施行する。 
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別紙 

利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

 

措 置 の 概 要 

 

１ 利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置。 

 

  ①利用者から苦情が寄せられた場合は、担当者がその任務に当たる。 

 

  ②担当者が不在の場合は、基本的な事項については、誰でも対応できるようにするとともに、 

必ず担当者に引き継ぐ。 

 （TEL）０２２－２０８－８４４５     （FAX）０２２－３７５－７０６０    

    （担当者）“日だまりの家”いずみ居宅介護支援センター  小坂 馨 

 

２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

 

  ①苦情があった場合は、ただちに担当職員が聞き取りを行い、苦情の内容を明確にするとともに、実 

情を十分に把握の上、「苦情受付処理報告書」に記載し、利用者等に確認していただく。 

 

 ②苦情の内容によっては、調査・対応等を要する場合は、利用者等にその予定について説明するとと 

もに、その結果、いつ頃どういった形で報告するかといった見込みについても説明する。 

 

  ③苦情に対する処理策として、検討会議を開き、具体的な対策計画を策定する。また、その内容を利 

用者等に対して説明し、合意を得る。 

 

  ④計画に基づく対策を速やかに実施し、改善に努める。 

 

  ⑤苦情の内容が誤解等であって、調査・対応等を要しないと認められる場合は、利用者等の理解が得 

られるよう説明に努める。 

 

  ⑥「苦情受付処理報告書」を作成し、法人本部長に報告書を提出する。 

 

  ⑦法人本部長は、「苦情解決第三者委員会」に報告し、問題点・改善策を検討し、必要な改善を行い、

再発防止に努める。 
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